様式１
平成　　年　　月　　日　
（あて先）千葉市長
（申込者）
所　在　地

名　　　称

代表者氏名

担当者所属

担当者職・氏名

電話番号

ＦＡＸ番号

E-mail　

現地見学申込書
このことについて、下記のとおり、市有施設の屋上を活用した太陽光発電事業に係る現地見学を申し込みます。
記
１　現地見学希望施設

	番号
	学校名
	所在区
	希望人数

	1
	花島小学校
	花見川区
	

	2
	千草台東小学校
	稲毛区
	

	3
	若松中学校
	若葉区
	

	4
	大宮中学校
	若葉区
	

	5
	桜木小学校
	若葉区
	

	6
	誉田東小学校
	緑区
	


　　現地見学を希望する学校の希望欄に○印を付けてください。

　
※現地見学日時については、市で指定させていただきます。
　※現地見学時間は、１か所当たり概ね３０分程度です。

様式２
平成　　年　　月　　日　
（あて先）千葉市長
（応募者：代表事業者）
所　在　地

名　　　称

代表者氏名



印
担当者所属

担当者職・氏名

電話番号

ＦＡＸ番号

E-mail　

企　画　提　案　書
このことについて、市有施設の屋上を活用した太陽光発電事業の企画提案書を提出します。
	番号
	様式名
	確認欄

	１
	事業実施計画（様式３）
	

	１－１
	事業実施スケジュール（様式自由）
	

	１－２
	事業実施体制図（様式自由）
	

	１－３
	基礎・設備配置計画図（平面図・立面図）（様式自由）
	

	１－４
	設置施工方法（様式自由）
	

	１－５
	環境影響調査書（様式自由）
	

	２
	設計・施工費用、資金調達計画（様式４）
	

	３
	その他の企画提案事項等（様式５）
	

	４
	誓約書（様式６）
	

	５
	法人登記事項証明書（原本）（履歴事項全部証明書：３か月以内のもの）
	

	６
	貸借対照表（直近３期）
	

	７
	損益計算書（直近３期）
	

	８
	納税証明書（原本）（直近事業年度）
	

	　８－１
	法人税並びに消費税及び地方消費税の納税証明書（その3の3）
	

	　８－２
	法人都道府県民税の納税証明書
	

	　８－３
	法人市町村民税の納税証明書
	

	９
	事業報告書（直近事業年度）
	


※複数事業者による提案の場合、様式３の２を添付するとともに、上記４～９の書類についてはすべての事業者が提出すること。

様式２の２

平成　　年　　月　　日　
（あて先）千葉市長

（応募者：代表事業者）
所　在　地

名　　　称

代表者氏名



印
複数事業者による提案の事業者構成

市有施設の屋上を活用した太陽光発電事業について、複数事業者で提案します。代表事業者以外の事業者は、次のとおりです。

所　在　地

名　　　称

代表者氏名



印
所　在　地

名　　　称

代表者氏名



印
所　在　地

名　　　称

代表者氏名



印
様式３
事業実施計画
※市有施設ごとに別葉で作成すること。
	項　目
	内　　容

	施設名
	　　　　　　　　　　学校

	発電規模（※１）
	　　　　　　　　　　kW

	年間想定

発電電力量
	　　　　　　　kWh／年

	事業期間（※２）
	別紙「事業実施スケジュール」のとおり

	発電設備運転期間
	（運転開始）平成　　年　　月　　日
（運転終了）平成　　年　　月　　日　（発電事業期間：　　　年間）

	発電設備
（太陽電池モジュール）
	メーカー
	

	
	型式
	

	
	公称最大出力
	

	
	寸法・重量・枚数
	

	発電設備
（パワーコンディ

ショナー）
	メーカー
	

	
	型式
	

	
	定格出力
	

	
	設置基数
	

	使用料
	面積単価
	
	
	
	
	
	．
	
	（円／m2・年）

	
	※数字は一わくずつ算用数字で記入し、金額の前のわくに￥を付けること。

※小数第一位まで記入すること。

	
	＜参考＞　予定使用面積
	（m2）

	
	＜参考＞　予定年額使用料

（＝面積単価×予定使用面積）
	　　　　　　　　　　　　　（円／年）


※１　太陽電池の公称最大出力又はパワーコンディショナーの定格出力のいずれか小さい方を記載すること。
※２　具体的な事業実施スケジュールを別紙に添付すること（様式自由）。

※３　施工・維持管理等に係る全体の事業実施体制図（各社の役割分担を含む）を添付すること（様式自由）。
※４　基礎・設備配置計画図（平面図・立面図）を添付すること（様式自由）。
※５　設置施工方法を添付すること（様式自由）。
※６　環境影響調査書を添付すること（様式自由）。
様式４
設計・施工費用、資金調達計画
※市有施設ごとに別葉で作成すること。

１　設計・施工
	項目
	金額（百万円）
	積算根拠

	設計費
	
	

	
	実施設計費
	
	

	
	
	
	

	小　計
	
	

	設備費
	
	

	
	太陽電池（モジュール）
	
	

	
	パワーコンディショナー
	
	

	
	架台
	
	

	
	集電箱（接続箱）
	
	

	
	その他付帯設備
	
	

	
	
	
	

	小　計
	
	

	工事費
	
	

	
	基礎工事
	
	

	
	据付工事
	
	

	
	電気設備工事
	
	

	
	防水工事
	
	

	
	
	
	

	小　計
	
	

	諸経費
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	小　計
	
	

	消費税相当額
	
	

	合　計
	
	


※項目を適宜追加して記入すること。

２　資金調達
単位：百万円

	項　目
	1～5年
	6～10年
	11～15年
	15～20年
	21年～
	合計
	摘要

	自己資金
	
	
	
	
	
	
	

	外部資金（金融機関借入等）
	
	
	
	
	
	
	

	その他資金
	
	
	
	
	
	
	

	合　計
	
	
	
	
	
	
	


３　事業期間総収支計画

（１）収　入

単位：百万円

	項　目
	1～5年
	6～10年
	11～15年
	15～20年
	21年～
	合計
	積算根拠

	売電収入
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	合　計
	
	
	
	
	
	
	


（２）支　出

単位：百万円

	項　目
	1～5年
	6～10年
	11～15年
	15～20年
	21年～
	合計
	積算根拠

	設計費
	
	
	
	
	
	
	

	設備費
	
	
	
	
	
	
	

	工事費
	
	
	
	
	
	
	

	維持管理費
	
	
	
	
	
	
	

	使用料
	
	
	
	
	
	
	

	撤去費
	
	
	
	
	
	
	

	保険料
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	合　計
	
	
	
	
	
	
	


※項目を適宜追加して記入すること。
様式５
その他の企画提案事項等
※市有施設ごとに別葉で作成すること。

	項目
	内　　　容

	本事業と同等の施工実績
	

	施工方法（構造上の安全性の確認方法及び防水工事を含む。）、維持管理方法、安全対策等
	

	事前に屋上防水を実施する場合、工事の施工及び工事部分の屋上防水工事に係る保証期間及び保証内容
	

	設置及び管理に係る緊急時の対応や雨漏り等への対応
	

	設置及び管理に伴う損害発生への対応（損害保険への加入等）
	

	蓄電池の設置等、非常時の施設内電源としての活用方策等
	

	児童・生徒等への環境教育の啓発に資する方策
	

	その他、市の防災に関する施策への貢献に関する事項
	

	工事の施工等に係る市内業者の活用
	


様式６
平成　　年　　月　　日　
（あて先）千葉市長
（応募者）
所　在　地

名　　　称

代表者氏名



印
誓　約　書
　私は、以下のいずれにも該当していないことを誓約します。
(ア)地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当する者
(イ)手形交換所による取引停止処分を受けてから２年間を経過しない者
(ウ)企画提案書類の提出日前６か月以内に不渡手形又は不渡小切手を出した者
(エ)会社更生法（平成１４年法律第１５４号）の更生手続開始の申立てをした者で同法に基づく裁判所からの更生手続開始決定がなされている者
(オ)民事再生法（平成１１年法律第２２５号）の再生手続開始の申立てをした者で同法に基づく裁判所からの再生計画認可決定がなされている者
(カ)千葉市内において、都市計画法（昭和４３年法律第１００号）に違反している者
(キ)千葉市内に本店又は営業所等を有する者にあっては、千葉市税（延滞金を含む）を完納していない者
(ク)千葉市内に本店又は営業所等を有する者で、個人住民税の特別徴収を行うべき者にあっては、個人住民税の特別徴収を行っていない者
(ケ)法人税等並びに消費税及び地方消費税を完納していない者
(コ)千葉市物品等入札参加資格者指名停止措置要領（昭和６０年８月１日施行）又は千葉市建設工事請負業者等指名停止措置要領（昭和６０年８月１日施行）に基づく指名停止措置等を、企画提案書類の受付開始日から審査結果の通知の日までの間に受けている者
(サ)役員等（法人の代表者、非常勤を含む役員、その支店若しくは営業所を代表する者又は経営に実質的に関与している者をいう。以下同じ。）が、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）である者
(シ)役員等が、自己、自社若しくは第三者に不正の利益を図る目的、又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしている者
(ス)役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与している者
(セ)役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者
(ソ)役員等が、暴力団、暴力団員又は(サ)から(セ)に該当する法人等であることを知りながらこれを不当に利用するなどしている者
